
　　　　　　　主　　　文
一　原告ら及び原告共同訴訟参加人らの訴えのうち、被告に対し、新座市に金七一
一万六三〇〇円の支払を求める部分を却下する。
二　被告は、新座市に対し、金四四万〇六〇〇円及びこれに対する平成九年四月一
日から支払済みまで年五分の割合による金員を支払え。
三　訴訟費用は、これを六分し、その一を被告の負担とし、その余を原告ら及び原
告共同訴訟参加人らの負担とする。
四　本判決は、原告ら及び原告共同訴訟参加人らの勝訴部分に限り、仮に執行する
ことができる。
　　　　　　　事　　　実
第一　当事者の求める裁判
一　請求の趣旨（原告ら及び原告共同訴訟参加人ら）
１　被告は、新座市に対し、七五五万六九〇〇円及びこれに対する平成九年四月一
日から支払済みまで年五分の割合による金員を支払え。
２　訴訟費用は、被告の負担とする。
３　仮執行の宣言
二　請求の趣旨に対する答弁
１　本案前の答弁
　原告ら及び原告共同訴訟参加人らの訴えを却下する。
２　本案に対する答弁
　原告ら及び原告共同訴訟参加人らの請求を棄却する。
３　訴訟費用は、原告ら及び原告共同訴訟参加人らの負担とする。
第二　当事者の主張
一　請求原因
１　当事者
　原告ら及び原告共同訴訟参加人ら（以下、両者を一括して「原告等」という。）
は、いずれも埼玉県新座市（以下「新座市」という。）の住民であり、被告は、平
成四年七月二六日以降、現在に至るまで新座市長である。
２　公金の徴収を怠る事実
（一）　新座市在住者Ａ（以下「本件滞納者」という。）に対する昭和六〇年度か
ら昭和六三年度までの市民税（以下「本件各市民税」という。）に係る賦課決定、
督促、時効消滅等の経緯は次のとおりである。
（１）　昭和六〇年度
　賦課決定日　平成三年八月一日
　税額　六九万八六〇〇円
　納期限　平成三年九月二日
　督促状発送日　平成三年九月二〇日
　督促に係る納期限　平成三年九月三〇日
　消滅時効完成日　平成八年九月三〇日
（２）　昭和六一年度
　賦課決定日　平成三年八月一日
　税額　八九万八一〇〇円
　納期限　平成三年九月二日
　督促状発送日　平成三年九月二〇日
　督促に係る納期限　平成三年九月三〇日
　消滅時効完成日　平成八年九月三〇日
（３）　昭和六二年度
　賦課決定日　平成三年一〇月一日
　税額　四四万〇六〇〇円
　納期限　平成三年一〇月三一日
　督促状発送日　平成三年一一月二〇日
　督促に係る納期限　平成三年一一月三
〇日
　消滅時効完成日　平成八年一二月二日
（４）　昭和六三年度
　賦課決定日　平成三年八月一日
　税額　五五一万九六〇〇円
　納期限　平成三年九月二日



　督促状発送日　平成三年九月二〇日
　督促に係る納期限　平成三年九月三〇日
　消滅時効完成日　平成八年九月三〇日
（二）　地方税法（以下「法」という。）三三一条一項一号は、市町村民税に係る
滞納者が督促を受け、その督促状を発した日から起算して十日を経過した日までに
その督促に係る市町村民税に係る地方団体の徴収金を完納しないときは、市町村の
徴税吏員は、当該市町村民税に係る地方団体の徴収金につき、滞納者の財産を差し
押えなければならないと定め、同条五項は、市町村の徴税吏員は、同条一項から三
項までの規定により差押えをすることができる場合において、滞納者の財産で国税
徴収法第八六条一項各号に掲げるものにつき、すでに他の地方団体の徴収金若しく
は国税の滞納処分又はこれらの滞納処分の例による処分による差押えがされている
ときは、当該財産についての交付要求は、参加差押によりすることができると定め
ているところ、本件滞納者は、督促状に定めた納期限を過ぎても本件各市民税を納
付せず、かつ、新座市財務部納税課職員（以下「本件補助職員」という。）が平成
五年二月二六日から平成八年一一月二八日までの間、昭和六〇年度、昭和六一年度
及び昭和六三年度分（以下「昭和六〇年度分等」という。）の市民税については合
計七回、昭和六二年度分の市民税については合計八回にわたって催告をしていたに
もかかわらず、これを無視し、納税の意思がないことを明らかに示していた上、滞
納している本件各市民税の徴収を満足させるに足りる金銭的価値のある不動産（新
座市α一九〇六番地五九所在、以下「本件不動産」という。）を所有していたので
あるから（ただし、本件不動産は、平成四年九月二八日、国税の滞納処分として国
によって差し押さえられている。）、本件補助職員は、本件滞納者の資産を調査
し、その所有する本件不動産について参加差押をしなければならなかった。しか
し、本件補助職員は、これを行わず、本件各市民税の徴収権（以下「本件徴収権」
という。）を時効消滅させて、本件各市民税の徴収を違法に怠った。
　被告は、新座市長であるから、本件補助職員が財務会計上の違法な行為をするこ
とを阻止すべき指揮監督上の義務を負い、故意又は過失により本件補助
職員が財務会計上の違法行為をすることを阻止しなかった場合は、新座市が被った
損害を賠償する責任を負うものであるが、被告は、本件徴収権が時効消滅する前
に、本件滞納者が高額の本件各市民税を滞納していること及び本件滞納者が納税指
導に応じず納税の意思がないことを知っていたのであるから、本件滞納者に対して
適切な対応処分をするように本件補助職員を指導監督して、本件徴収権の時効消滅
を阻止すべき義務を負っていたにもかかわらず、これを行わずに本件徴収権を時効
消滅させ、本件各市民税の徴収を違法に怠った。
３　新座市の損害
　本件徴収権が時効消滅したことによって、新座市は、本件各市民税の税額合計七
五五万六九〇〇円の損害を被った。
４　監査請求
　原告らは、平成一〇年一月二六日に、原告共同訴訟参加人らは、同年二月四日
に、新座市監査委員に対し、本件各市民税の徴収を怠ったことによって新座市が被
った損害を填補するために必要な措置を講ずるよう被告に勧告することを求めて、
それぞれ監査請求を行った（以下、原告等による監査請求を「本件監査請求」とい
う。）ところ、新座市監査委員は、原告らによる監査請求に対しては同年三月二七
日付けで、原告共同訴訟参加人らによる監査請求に対しては同月三〇日付けで、被
告に対し、本件各市民税の合計額七五五万六九〇〇円を新座市に賠償するよう勧告
をするとともに、右措置結果を同年四月二五日までに新座市監査委員に報告するよ
う命じる旨の監査を行った。しかし、被告は、右勧告に応じず、同月二七日、右勧
告を拒否すると文書で回答した。
５　よって、原告等は、被告に対し、地方自治法二四二条の二に基づき、新座市に
代位して、七七五万六九〇〇円及びこれに対する本件徴収権が時効消滅した日の後
の日である平成九年四月一日から支払済みまで年五分の割合による金員の支払を求
める。
二　本案前の主張
　地方自治法二四二条二項本文の「当該行為」には、怠る事実も含まれ、監査請求
は、怠る事実が終了した日から一年を経過するまでに行わなければならない。被告
が、本件補助職員に対し、本件各市民税の徴収を怠らないよう指導監督することが
できるのは、本件徴収権が時効消滅する日までであるから、怠る事実が終了した日
とは、本件徴収権が消滅時効が完成した日である。そうすると、本件監査請求は、



いずれも、右怠る事実の終了した日から一年を経過した後にされているので、不
適法であり、これを経て提起された本件訴えも、不適法である。
三　本案前の主張に対する反論
１　主位的主張
（一）　原告等は、本件各市民税の徴収権が時効により消滅したとしても、被告
が、本件各市民税の徴収を怠ったために発生した不法行為に基づく右損害賠償請求
権を行使しないことが、地方自治法二四二条一項の「怠る事実」に該当すると主張
するものであり、右損害賠償請求権の不行使が継続している間は、いまだ怠る事実
は終了していないので、同条二項本文に定める一年の期間制限に服さない。
（二）　仮に、本件監査請求が地方自治法二四二条二項本文の一年の期間制限に服
するとしても、税金の賦課徴収は、納税者のプライバシー保護への十分な配慮が必
要とされる行為であるため、一般住民にその内容が明らかにされることはなく、秘
密裡に行われるものであるところ、原告等は、平成九年一二月二日に開催された新
座市議会全員協議会において、被告が国税局が本件滞納者の国税を保全するため本
件不動産を差し押さえていたことを明らかにしたことから、初めて、本件滞納者に
は担税力があるにもかかわらず、被告が本件滞納者に対する本件各市民税の徴収を
怠って、新座市に右税額相当分の損害を与えたという事実を知ったのであり、その
後、資料収集等の準備を行い、約二か月という相当な期間内に本件監査請求をした
のであるから、本件監査請求には、同項ただし書の「正当な理由」がある。
２　予備的主張
　本件補助職員は、平成八年一一月二八日、本件滞納者に対し、昭和六二年度分の
市民税を納付するよう催告書を発したので、右催告書が本件滞納者に到達してから
六か月経過するまでは、民法一五三条に定める措置を講じることによって、昭和六
二年度分に係る本件徴収権の消滅時効を中断することが可能であった（法一八条三
項、民法一五三条）。よって、昭和六二年度分の市民税の徴収を怠る事実の終了し
た日とは、右催告書が本件滞納者に到達した日から六か月が経過した日、すなわち
平成九年五月二八日ころであるから、本件監査請求のうち昭和六二年度分の市民税
の徴収に関する部分は、怠る事実の終了した日から一年を経過する前に行われてい
るので適法である。
四　本案前の主張に対する反論に対する再反論
１　原告等の主位的主張について
（一）　被告が本件各市民税の徴収を怠ったことに基づく損害賠償請求権を新座市
が行使しないことを地方自治法二四二
条一項の「怠る事実」と構成すると、新座市が右損害賠償請求権を行使しない限
り、いつまでも監査請求することができることになり法的安定性を害し、同条二項
が監査請求期間を一年と定めた地方自治法の趣旨に反するので、原告の主張は、失
当である。
（二）　被告は、地方自治法二三三条に定められている決算審査手続に従い、平成
八年度の決算等について監査委員の審査を経た後、新座市議会において、本件滞納
者に対する本件徴収権の時効消滅に伴う不納欠損処理を含む平成八年度新座市一般
会計歳入歳出決算の認定に関する議決を得、さらに、平成九年一二月一二日、新座
市告示第二五七号によって、住民に対し、税金の不納欠損処理等についての決算を
公表していた。よって、被告がことさら市民税の不納欠損処理の状況を隠ぺいした
ことはないから、被告による本件徴収権の時効消滅は、秘密裡に行われたものでは
ない。
　しかも、平成九年当時、新座市議会議員であったＮは、同年八月上旬ころ、匿名
の電話により本件徴収権の時効消滅について情報提供を受けたものであるところ、
原告等は、いずれも、同年当時、Ｎ議員と同じ政党に属する新座市議会議員、元新
座市議会議員、元新座市長候補者、あるいは同じ目的をもつ市民団体の構成員であ
ったから、Ｎ議員が右情報の提供を受けたころには、Ｎ議員から直接又は間接に右
情報を聴取することによって、被告が本件滞納者に対する本件各市民税の徴収を怠
った事実を知り、あるいは、相当な注意を払って調査すれば、右事実を知ることが
できたはずである。原告らは、平成九年八月上旬から約五か月後に、参加人らは、
同日から約六か月後にそれぞれ監査請求をしたが、本件監査請求は、いずれも、当
該行為を知り得た日から相当な期間内にされたものとはいえないから、地方自治法
二四二条二項ただし書に定める「正当な理由」は、存しない。
２　原告等の予備的主張について
　地方自治法二四二条の二第一項四号に基づいて損害賠償請求権を代位行使するこ



とができるのは、損害が発生したと確定し得るときからであるところ、本件滞納者
に対する昭和六二年分の市民税に係る徴税権は、平成八年一二月二日に時効消滅し
たから、新座市は、同日、被告に対して損害賠償請求権を取得し、原告ら及び参加
人らは、同日から、これを代位行使することができるのであるから、怠る事実が終
了した日とは、昭和六二年度分の市民税の徴収権の消滅
時効が完成した日であり、原告等の主張は、失当である。
五　請求原因に対する認否
１　請求原因１は、認める。
２　請求原因２のうち（一）は、認め、（二）のうち、地方税法三三一条一項及び
同条五項の規定部分、本件滞納者が、督促状に定めた納期限を過ぎても本件各市民
税を納付せず、本件補助職員が平成五年二月二六日から平成八年一一月二八日まで
の間、昭和六〇年度分等の市民税については合計七回、昭和六二年度分の市民税に
ついては合計八回にわたる催告をしたにもかかわらず、本件滞納者は、本件各市民
税を納付しなかったこと、市民税の滞納者に対する参加差押の権限が新座市財務部
納税課長の専決とされていることは、認め、その余は、否認ないし争う。
３　請求原因３は、争う。
４　請求原因４は、認める。
六　本案についての被告の反論
１　法三三一条が強行規定でないことについて
　差押処分を執行するためには、（ア）滞納者の財産状況及び所得状況の調査、
（イ）滞納となっている状況、事情等の調査、（ウ）滞納者の担税力の有無、現在
は担税力がないとしても今後担税力が回復する見込があるのか、回復する見込がな
いとしても法一五条の七の滞納処分停止の要件等に該当するか等の調査、（エ）差
押物件の所在、換価価値の調査、（オ）差押物件の将来的な換価価値の見通し等の
調査、（カ）超過差押該当の有無、（キ）競合する他の諸権利の優先性の有無等の
調査等、様々な調査や手続が必要であり、実際の差押えを行うまでには、相当の時
間と手間を要する。よって、法三三一条は、地方自治体の事務の停滞を生じないよ
う解釈すべきであり、徴税吏員は、滞納者に対し、滞納者の財産の差押えや参加差
押を絶対的に行わなければならないという義務を負うものではなく、滞納者の個別
の状況に適宜に対応し、適切かつ穏健な納税指導を継続的に行う等、行政庁の裁量
の余地を認める訓示規定と解すべきであるから、法三三一条を徴税吏員に対して差
押え又は参加差押を絶対的に義務付けた強行規定であると解釈することを前提とす
る原告等の主張は、失当である。
２　裁量の逸脱がないことについて
　新座市の平成八年度当時の滞納者件数は、五年前よりも七八四七件増加した二万
七六九九件であり、このうち、二二七四件の対する徴収権が、法定納期限の翌日か
ら起算して五年経過したことから法一八条により時効消滅した。本件滞納者に対す
る本件徴収権も、右時効消
滅したうちの一件であった。
　しかし、これらの滞納者に対して、差押え又は参加差押をするためには、前述の
とおり（ア）ないし（キ）の諸調査、手続が必要であるところ、右当時の新座市の
滞納整理に当たる職員は、一〇人程度にすぎない状態であり、これら職員の総力を
上げて滞納処分に取り組んだとしても、相当の費用と時間を要し、かえって、他の
徴税業務の停滞という負の効果を及ぼすことになり、滞納者のすべてに対して、差
押え又は参加差押を強権的に行うことは、最小の経費によって最大の効果を上げる
ことを定める地方自治法二条一三項、地方財政法四条の理念に反し、不適当であ
る。新座市は、差押え等という強行かつ最終的解決方法ではなく、納税指導により
納税義務意識に訴え、税務行政の円滑、かつ最も確実な方法を中心に実施し、公正
かつ公平な税負担を求めるよう徴税対策を検討し、職員一丸となって徴税に努力し
てきたものであり、結果として、限られた徴税職員と滞納者の納税意識の欠如か
ら、二万七六九九件の滞納のうち二二七四件について徴収権を時効消滅させてしま
ったとしても、滞納件数に対する徴税吏員の体制に鑑みると、本件補助職員が本件
滞納者の財産について参加差押を行わずに、本件徴収権を時効消滅させたことに違
法はなく、また、被告に指導監督上の違法はない。
３　故意、過失の不存在
　法三三一条に基づく参加差押の権限は、個々の徴税吏員たる職員に与えられてい
たが、系統だった徴税体制が確立されていなかったため、実際の運用は、個々の徴
税吏員の経験に依存して滞納整理が行われてきており、被告は、徴税吏員から、滞



納者の個々の状況やリストについての報告を受けていないので、滞納者の個別の情
報については覚知していないし、また、参加差押の権限は、新座市財務部納税課長
の専決とされているものであり、被告がこれを直接行うことはなかったから、被告
が、本件滞納者に対して、特別に滞納処分を行わなかったというような事情は全く
ない。よって、被告には、本件滞納者に対する本件各市民税の徴収を怠ったことに
ついて、故意、過失は、ない。
七　原告等の反論
１　被告の反論１に対し
　法三三一条一項は、「市町村民税に係る滞納者が次の各号の一に該当するとき
は、市町村の徴税吏員は、当該市町村民税に係る地方団体の徴収金につき、滞納者
の財産を差し押えなければならない」と明確に規定しており、右規程を訓示規
定と解釈することは到底不可能であり、これを訓示規定であるとする被告の主張
は、失当である。
２　被告の反論２に対し
　本件滞納者は、平成八年度の高額不納欠損処理の第一位の者であり、その金額は
市民税の滞納に係る全不納欠損金の約一割にものぼる七五五万六九〇〇円であった
上、本件滞納者は、既に七回にわたる新座市からの催告を無視して納税の意思のな
いことを明らかにしており、また、本件不動産を所有し、担税能力を備えていた
が、既に国が滞納処分を行っていたので、参加差押するだけで容易に本件徴収権の
消滅時効の中断措置を講じることができた。よって、徴税吏員に滞納処分をするか
否かにつき裁量が認められると解釈するとしても、本件においては、裁量権の逸脱
があるので、本件滞納者に対する滞納処分を怠った行為は、違法である。
第三　証拠
　訴訟記録中における書証目録に記載のとおりであるから、これをここに引用す
る。
　　　　　　　理　　　由
一　本案前の主張について
１　請求原因１、２（一）、４の事実は、当事者間に争いがない。
　右当事者間に争いのない事実、証拠（甲第一、第二号証、乙第二号証、第四号証
の一、第八ないし第一一号証）及び弁論の全趣旨によると、次の事実が認められ
る。
（一）　被告は、本件滞納者に対し、昭和六〇年度から昭和六三年度までの市民税
につき、昭和六〇年度、昭和六一年度及び昭和六三年度の市民税（昭和六〇年度分
等）については、納期を平成三年九月二日月曜日と、昭和六二年度分については、
納期を平成三年一〇月三一日木曜日として賦課決定したが、本件滞納者は、右納期
限までに本件各市民税を納付しなかった。本件補助職員は、昭和六〇年度分等につ
いては、平成三年九月二〇日金曜日に、昭和六二年度分については、平成三年一一
月二〇日水曜日にそれぞれ督促状を発したが、本件滞納者からの納付はなかった。
そこで、本件補助職員は、本件滞納者に対し、電話による納税指導を二回、面接に
よる納税指導を五回、納税計画の指導等、滞納者に対する一般的な指導方法によ
り、納税指導を行い、さらに、平成五年二月二六日、同年四月一三日、同年七月三
〇日、同年一〇月二九日、平成六年二月二八日、同年四月一八日、平成六年八月三
〇日に催告書を発した上、昭和六二年度分については、さらに平成八年一一月二八
日月曜日に最終の催告書を発した（乙第四号証の一）が、本件滞納者からの本件各
市民
税の納付はなかった。本件補助職員は、催告書が本件滞納者に到達してから六か月
の間、本件滞納者に対し、民法一五三条に定める措置を講じなかったため、昭和六
〇年度分等の市民税は、平成八年九月三〇日月曜日に、昭和六二年度分の市民税
は、平成八年一二月二日月曜日にそれぞれ消滅時効が完成した（甲第二号証）。
　本件各市民税は、平成八年度の新座市の決算において、平成九年三月三一日付け
で、いずれも不納欠損として処理され、監査委員の審査に付され、同年九月に開催
された第三回新座市議会の本会議において、平成八年度新座市一般会計歳入歳出決
算認定議案として審議された。被告は、平成九年一二月二日に開催された新座市議
会協議会において、国税局が本件滞納者が滞納していた国税を保全するために本件
不動産を差し押さえていたことを明らかにした。被告は、同月一二日付けの新座市
告示第二五七号において、新座市民に対し、税金の滞納状況等に関する決算報告を
公表した。
　平成八年度に滞納による市民税の不納欠損処理件数は、五年前から七八四七件増



加した二万七六九九件であったが、滞納整理に当たる職員数は、昭和六三年から平
成八年まで一〇人であった（乙第二号証）。被告は、滞納による市民税の不納欠損
処理件数が増加していること等について、職員に対して事情説明を求めたり、滞納
している者について報告を求めることはしておらず、本件滞納者の個別的な情報に
ついても、全く覚知していなかった。
（二）　Ｎ議員は、平成九年八月上旬ころ、匿名の電話により、新座市のある地域
で薬局を経営している者（以下「本件薬局経営者」という。）が、合計約一〇〇〇
万円の市県民税を滞納していたこと、右滞納していた市県民税が、平成八年度の決
済で不納欠損として処理されたこと、本件薬局経営者は、新座市長の選挙の際に
は、被告を出迎えて応援しており、その経営する薬局の店舗には、「Ｂ」という看
板を出していて、かつて被告の後援会員の中心的な役割を果たしていたこと、本件
薬局経営者の氏名等を聞いた。Ｎ議員は、新座市議会議員である原告Ｃに対し、右
匿名電話の内容を知らせるとともに、本件薬局経営者の市県民税の滞納による不納
欠損の処理状況について事情を尋ねた（甲第二号証、乙第八、第九号証）。
（三）　平成九年九月五日から同月二六日まで、新座市議会の第三回定例市議会が
開催されていたが、Ｎ議員は、同月八日、平成八
年度新座市一般会計歳入歳出決算認定議案に関して、新座市に対し、市民税の不納
欠損が年々多額になっていることの原因分析の有無及び解決策の検討の有無、高額
な不納欠損についての指導等に関する質問通告を行い、また、過去三年間において
市民税の滞納により不納欠損として処理された者のうち、高額一位から五位までの
者に関する資料要求を行った（甲第二号証）。
　Ｎ議員は、同月一一日、第三回定例市議会の本会議で、新座市長に対して、市民
税の不納欠損が年多額になっていることの原因を分析するよう申し立て、また、新
座市のある地域で薬局を営んでいる者（本件薬局経営者）に対する合計一〇〇〇万
円程度の市県民税が平成八年度の決算において不納欠損として処理されたこと、本
件薬局経営者は、被告の選挙の際には、出迎えて応援し、その営業している薬局に
は「Ｂ」という看板が出ており、かつて被告の後援会で中心的な役割を果たしてい
たこと、本件薬局経営者の氏名も匿名電話で聞いて知っているが、本会議の場では
公開しないこと、本件薬局経営者の営業する薬局は、順調に営業が行われているこ
と、資料要求によって新座市から提出された平成八年度の市民税の高額不納欠損の
うち一位の不納欠損処理金額は、約七四三万円であるが、これに県民税を加えると
一〇〇〇万円程度になるから右一位の者は、本件薬局経営者であること、本件薬局
経営者は、新座市に大きな店舗を構えて現在も営業し、生活の本拠は新座市にあ
り、担税力や住所がはっきりしているにもかかわらず、「Ｂ」の看板を掲げたり、
選挙の際に応援している者に対して、滞納処分を行わないのは、不公平であり、財
政運営上問題であること等について発言した。
　これに対し、新座市は、本件薬局経営者については、所得税の修正申告に基づく
賦課決定、賦課の遡及期間とその理由、賦課に不満があったことを説明し、また、
本件薬局経営者に対しては、その財産に対して、差押えや参加差押をしないで、本
件徴収権を時効消滅させた旨答弁した（乙第八号証）。
　右本会議には、原告Ｃ、参加人Ｄらが出席しており、原告Ｃは、市民税の不納欠
損処理に関する発言をしている。
　本件監査請求の際、監査委員が、右質疑応答が一般新聞等によって報道されたか
否か調査したところ、報道等がされた例は、発見されなかった（甲第二号証）。
（四）　日本共産党・新座市委員会が平成九年九月二八日に発行した「
にいざ民報」には、平成八年度の決算において滞納市民税につき不納欠損として処
理された者の中に、一人で約七四三万円の市民税を納入しなかった者がいたこと、
Ｎ議員が、第三回定例市議会の本会議において、この問題を取り上げ、「前日、市
民の方から電話があった。市内で薬局を経営している人が一千万からの住民税（県
民税を含む）を払わないですませてしまった。財産もあるのにおかしい。この人は
市長後援会の有力メンバーの一人で、市長選挙では毎日のように事務所に出入り
し、「Ｂ」の看板を店に出していた。市長と特別な関係にある人だから許されたの
ではないか。ぜひ調べてほしいというものであった。これは事実か。財産があるの
に不払いを許したのか。差押えはしなかったのか。市長はどう考えているのか。」
等と質問をしたこと等が記載されていた。
　右「にいざ民報」には、日本共産党・新座市議会議員団として、六名の団員が氏
名及び電話番号を明示しているが、その中には、参加人ＤとＮ議員が含まれている
（乙第一一号証）。



（五）　原告Ｅ（前市議会議員）、原告Ｃ（市議会議員）及び原告Ｆ（市議会議
員）、Ｇ（地方行政を考える会）及びＨ（児童の安全を考える会）から成る「新座
市手作りオンブズマン」は、「市政一一〇番（第一号）」（「発行日平成九年一〇
月号」と記載）と題する書面を発行したが、右書面には、同年九月の議会で、市民
税の不納欠損金が明白になったこと、資料要求によって出された平成八年度の市民
税の高額不納欠損の上位一位の者の税額は、七四三万三一七四円であること、「に
いざ民報」の会報によると、本件薬局経営者は、市長の有力後援会会員であり薬局
を営んでいるとされていること、新座市の収税課は、大変な苦労をしたようである
が、財産もあり、商売をしているにもかかわらず、なぜ徴収権が時効消滅してしま
ったのか、適切に時効中断の措置が執られていたのか不明であること、本件薬局経
営者は市長の有力後援会員とされているが、それ以上の親密な関係の人であるとい
う情報を得た旨記載されている（乙第九号証）。
（六）　日本共産党・新座市委員会が平成一〇年五月一〇日に発行した「にいざ民
報」には、平成七年度の市民税の不納欠損額上位一〇名に対する催告書発付状況が
上位五人に対しては、あまり送付されていないこと、上位一位の本件薬局経営者の
滞納市民税が不納欠損として処理された平成八年度には、本
件薬局経営者に対して、催告書が送付されていなかったこと、被告は、監査委員か
ら、約七〇〇万円の市民税の徴収を怠ったことによって新座市が被った損害を填補
するよう勧告を受けたにもかかわらず、これを拒否したことが記載されていた。
　右「にいざ民報」には、「税金の不正をただす会」の構成員が記載されている
が、その代表委員には、参加人Ｉ、参加人Ｊの二名が含まれており、事務局は、参
加人Ｋ、参加人Ｊ、参加人Ｌ、参加人Ｄ及びＮ議員により構成されている（乙第一
〇号証）。
（七）　参加人Ｍは、平成八年七月一四日に実施された新座市長選挙において、日
本共産党から市長選挙に立候補した者である。
２　以上の事実に照らして、本件訴えの適否について判断する。
（一）　原告等は、新座市が被告に対して有する損害賠償請求権を行使しないこと
が地方自治法二四二条一項の「怠る事実」に該当すると主張するのであるから、右
損害賠償請求権の不行使が継続している間は、いまだ怠る事実は終了していないの
で、同条二項本文に定める一年の期間制限に服さないと主張する。
　前記認定のとおり、原告等は、本件補助職員が、本件滞納者に対する本件各市民
税の徴収権を時効により消滅させたため、新座市は本件各市民税相当額の損害を被
ったが、これは、新座市長である被告が、財務会計上の右違法な行為を阻止しなか
ったためであるとして、右損害を補填するに必要な措置を講ずべきことを求める監
査請求をし、同市監査委員は、被告に対し、本件各市民税相当額の賠償をする旨の
勧告をしたが、被告は、これに応じなかったため、原告等は、同市に代位して、本
件訴を提起したものである。
　ところで、原告等は、本件徴収権を時効によって消滅させたことが違法であるこ
とに基づいて発生した実体法上の損害賠償請求権を行使しないことが、財産の管理
を怠る事実に該当するというが、前記監査請求において、右事由を理由とする監査
請求を含むと解しても、この場合であっても、当該監査請求期間は、右怠る事実に
かかる損害賠償請求権の発生原因となった当該行為のあった日又は終わった日を基
準として、地方自治法二四二条二項の規定を適用すると解するのが相当である。け
だし、本件徴収権を時効によって消滅させたことが違法であるとして、当該職員に
発生した実体法上の損害賠償請求権の不行使が怠る事実に該当するとしても、実質
上問題となるのは、本件滞納者に対
する徴収権を時効によって消滅させたことの適否であり、しかも、求める是正措置
も同じであることにかんがみれば、監査請求の期間制限を受けずに当該行為の違法
是正等の措置を請求し得るとすれば、同条により監査請求の期間制限を受けた趣旨
が没却され、著しく不合理な結果となるので、原告等の右主張は、採用できない。
（二）（１）　原告等は、本件監査請求は、本件徴収権が時効消滅した日から一年
を経過した後にされているが、本件監査請求には、地方自治法二四二条二項ただし
書の「正当な理由」が存するので、本件訴えは、適法であると主張する。
　この点、たとえ、新座市において、税金の滞納状況等が毎年決算等で明らかにさ
れていたとしても、本件滞納者に対する本件徴収権は、昭和六〇年度分等について
は平成八年九月三〇日が、昭和六二年度分については同年一二月二日が経過すれ
ば、それぞれ時効によって消滅し、平成九年三月三一日には、不納欠損として処理
されたものであり、一般住民が本件滞納者に対する督促や催告の状況、本件徴収権



の時効消滅に至る経緯等を知ることは、およそ不可能であるといえるので、本件徴
収権の行使の懈怠は、秘密裡であったと解するのが相当である。
　しかし、前記認定した事実によると、Ｎ議員は、同年八月上旬ころ、匿名の電話
により、新座市のある地域で薬局を経営している本件薬局経営者に対する合計一〇
〇〇万円程度の市県民税が不納欠損として処理されたこと、本件薬局経営者は、新
座市長の選挙の際には、被告を出迎えて応援し、本件薬局経営者が経営する薬局に
は、「Ｂ」という看板を出しており、かつて被告の後援会員の中心的な役割を果た
していたこと、本件薬局経営者の氏名等に関する情報を得、これを原告Ｃに話し
て、本件薬局経営者に対する本件各市民税の滞納状況について事情を尋ね、同年九
月一一日に開催された第三回定例市議会の本会議における平成八年新座市一般会計
歳入歳出決算認定議案の審議の質疑応答の際には、新座市の市民税の不納欠損処理
額が年々多額になっていることを指摘し、原因を分析し、対応策を検討するよう申
し出るとともに、匿名の電話により、新座市のある地域で薬局を経営している本件
薬局経営者は、一〇〇〇万円程度の市県民税を滞納していたが、平成八年度の決算
で不納欠損として処理されたこと、新座市の高額不納欠損の一位の不納欠損金額
は、約七〇〇万円であるが、これに
県民税を加えると一〇〇〇万円程度になるから、右高額不納欠損の一位の者は、本
件薬局経営者であること、本件薬局経営者は、経営する薬局に「Ｂ」の看板を出
し、かつて被告の後援会の中心的な役割を果たしており、新座市長の選挙の際に
は、出迎えて応援していること、本件薬局経営者は大きな薬局を構え、営業も順調
であり、担税力が存在し、生活の本拠地は新座市であること、それにもかかわら
ず、被告が滞納市民税について不納欠損として処理したことは不審であること、本
件薬局経営者の氏名を知っているが、あえて公表はしないこと等を発言し、これに
対して、新座市は、本件薬局経営者に対しては、差押えや参加差押の措置を執って
おらず、市民税の徴収権を時効消滅させたことを答弁したものであることが認めら
れる。これらの質疑応答によると、右同日に開催された第三回定例市議会の本会議
において、本件薬局経営者は、約七〇〇万円の市民税を滞納していたが、右市民税
の徴収権は時効により消滅したこと、新座市は、右徴収権について、差押えや参加
差押等の時効中断の措置を講じていなかったこと、本件薬局経営者は、大きな薬局
を新座市に構えており、順調に営業していること、本件薬局経営者は、かつて被告
の後援会の中心的なメンバーであり、その経営する薬局には、被告の氏名が記載さ
れた看板が掲げてあること、新座市長の選挙の際には、被告を出迎えて応援してい
た者であること、新座市が提出した高額不納欠損一位の者は、本件薬局経営者であ
ることがそれぞれ公表されたものであるところ、定例市議会の本会議の傍聴や議事
録の閲覧は自由に行うことができるから、新座市の一般住民が相当な注意をもって
すれば、右質疑応答がされた時点において、被告や本件補助職員が、本件薬局経営
者、すなわち本件滞納者に対する本件各市民税の徴収を怠り、本件徴収権を時効消
滅させたことを知ることができたというべきである。なお、監査通知書には、調査
した限りでは、右本会議での質疑応答の内容が一般紙等によって報道がされたこと
は、認められなかった旨の記載があるが、前記のとおり、本会議での質疑応答の状
況は、本会議の傍聴や議事録の閲覧によって知ることができるので、一般紙による
報道の有無は、新座市の一般住民が、右怠る事実を知り得た日の認定には影響を及
ぼさないというべきである。
　加えて、原告Ｃは、平成九年八月上旬ころ、Ｎ議員から右匿
名電話の内容について事情を尋ねられたことから、本件滞納者に係る約一〇〇〇万
円の市県民税が不納欠損として処理されたこと、本件滞納者が薬局を営んでいるこ
と、本件滞納者は市長の後援会の有力メンバーであること等を右時点において、す
でに知っていたことが認められるし、原告Ｃは、他の原告らと新座市民手作りオン
ブズマンを結成して、「市政一一〇番・第一号」平成九年一〇月号に、本会議での
Ｎ議員の質疑の内容、匿名電話の内容及び新座市から提出された高額不納欠損一位
の者と市長との関係等についての記事を掲載していることに照らすと、原告らは、
右「市政一一〇番・第一号」を作成する前の段階において、本件滞納者が滞納する
市民税の徴収権が時効消滅し、不納欠損として処理されたこと、本件滞納者が薬局
を経営していること、かつて被告の後援会の有力メンバーであったこと等について
知っていたことが認められる。さらに、Ｎ議員と参加人Ｄは、日本共産党新座市議
会団の団員として、「にいざ民報」を発行しているが、平成九年九月二八日発行の
「にいざ民報」には、本件滞納者は、合計一〇〇〇万円の市県民税を滞納していた
が、その徴収権が時効消滅し、不納欠損として処理されたこと、本件滞納者は薬局



を経営していること、右薬局には被告の名称の看板が出されていること、新座市長
の選挙の際には、被告の事務所に出入りしていたこと等の記事が掲載されていると
ころ、参加人Ｍは、新座市長選挙の際、日本共産党から立候補した者であり、参加
人Ｉ及び参加人Ｊは、「税金の不正をただす会」の代表委員であり、参加人Ｋ、参
加人Ｌ、参加人Ｄ、Ｎ議員は、右「税金の不正をただす会」の事務局員であり、
「税金の不正をただす会」の紹介が、前記「にいざ民報」に掲載されていることに
照らすと、参加人らは、いずれも、Ｎ議員と同じ政党、あるいはこれを支援する団
体に所属する者であって、密接な関係が存し、相互に情報を共有することができる
立場にあったと認めることができるので、右同日に「にいざ民報」が発行された前
には、参加人らも、本件滞納者に対する本件徴収権が時効消滅したことを十分知っ
ていたと認めるのが相当である。
（２）　これに対し、原告等は、被告が平成九年一二月二日に開催された新座市議
会協議会において、国税局が本件滞納者の国税を保全するため本件滞納者の不動産
を差し押さえていたことを明らかにしたことから、初
めて、被告が本件滞納者に対する本件徴収権を時効消滅させて、新座市に右税額相
当分の損害を与えたという事実を知ったというが、前記説示のとおり、Ｎ議員は、
同年九月一一日に開催された第三回定例市議会の本会議において、本件薬局経営者
は、市県民税を合わせて一〇〇〇万円程度滞納していたが、これが不納欠損として
処理されたこと、新座市から提出された高額不納欠損の一位の者が本件薬局経営者
であること、本件薬局経営者は、被告の後援会のメンバーであり、新座市のある地
域で大きな薬局を構えて順調に営業を行っているが、右薬局には、Ｂの看板が付け
られており、市長の選挙の際には、出迎えて積極的に応援を行っていたこと等を発
言し、これに対し、新座市は、本件薬局経営者に対しては、差押えや参加差押等の
措置は講じていなかったと答弁したのであるから、右本会議が開催された右同日に
は、すでに、本件滞納者に対する約七〇〇万円の市民税が不納欠損として処理され
たこと、本件滞納者に対しては、差押えや参加差押による本件徴収権の消滅時効を
中断させる措置が講じられていなかったこと、本件滞納者は、新座市に大きな薬局
を構え、順調に営業しており担税力を有していることがそれぞれ明らかになってい
たことが認められるから、右原告等の主張は、採用できない。
（３）　そうすると、原告らは、新座市の第三回定例市議会本会議が開催された平
成九年九月一一日から、約四か月以上、参加人らは、同日から約五か月経過してか
らそれぞれ監査請求をしているが、右同日の時点で、すでに、本件滞納者とは、新
座市が提出した市民税の高額不納欠損の上位リスト中の一位の者として特定され、
本件滞納者の本件各市民税が不納欠損として処理された年度、金額も右リストによ
り明らかになっていた上、Ｎ議員の質疑及び新座市による答弁により、本件滞納者
が新座市に大きな薬局を構えており、薬局の経営が順調であることや、本件滞納者
に対して、差押えや参加差押の措置を執らなかったために本件徴収権を時効によっ
て消滅させたことが明らかになっており、他の会計行為と区別することができる程
度に特定されていたというべきであって、監査請求をするに当たって調査や準備を
するために、さらに四か月ないし五か月の期間を要すると解することはできず、本
件監査請求は、当該怠る事実を知り得た時期から相当な期間を経過した後にされた
ものといわざるを得な
いから、原告等の主張する「正当な理由」は、認められない。
（三）　原告等は、予備的主張として、昭和六二年度分の市民税の徴収を怠る事実
が終了した日とは、消滅時効が完成する直前に発せられた催告書が本件滞納者に到
達してから六か月が経過した時点であるところ、本件監査請求は、いずれも右六か
月が経過する前にされているから、適法であると主張する。
　前記認定した事実によると、本件補助職員は、平成八年一一月二八日、昭和六二
年度分の市民税について民法一五三条に基づいて催告書を発したことが認められる
が、被告は、右催告書が本件滞納者に到達してから六か月を経過するまでに、同条
所定の措置を講じることによって、昭和六二年度の市民税の徴収権の消滅時効を中
断することができるので、右時点まで、すなわち平成九年五月二八日ころまでは、
昭和六二年度分の市民税につき民法一五三条に定める措置を執って消滅時効を中断
し、右市民税を徴収する義務を負っていたと認めるのが相当である。そうすると、
昭和六二年度分の市民税の徴収を怠る事実が終了した日とは、平成八年一一月二八
日に発した催告書が本件滞納者に到達してから六か月を経過した日（平成九年五月
二八日ころ）と解すべきであるところ、本件監査請求のうち、昭和六二年度の市民
税の徴収を怠ったことに関する部分は、平成九年五月二八日ころから一年経過する



前にされている（原告らによる監査請求は、平成一〇年一月二六日、参加人らによ
る監査請求は、同年二月四日にされている。）ので、地方自治法二四二条二項の要
件を充たし、適法な監査請求であることが認められる。
３　よって、本件訴えのうち、昭和六二年度分の市民税の徴収を怠ったことに基づ
いて損害賠償を求める部分は、適法な監査請求を経た適法な訴えであることが認め
られる。
二　そこで、次に、被告が、本件滞納者に対する昭和六二年度分の市民税の徴収を
怠り、本件徴収権のうち昭和六二年度分に係る部分を時効消滅させたことの違法性
について判断する。
１　法三三一条一項は、市町村民税に係る滞納者が、①滞納者が督促を受け、その
督促状を発した日から起算して十日を経過した日までにその督促に係る市町村民税
に係る地方団体の徴収金を完納しないとき（一号）、②滞納者が繰上徴収に係る告
知により指定された納期限までに市町村民税に係る地方団体の徴収金を完納しない
とき（二号）の一に該当するときは、市町
村の徴税吏員は、当該市町村民税に係る地方団体の徴収金につき、滞納者の財産を
差し押えなければならないと定め、同条五項は、市町村の徴税吏員は、第一項から
第三項までの規定により差押をすることができる場合において、滞納者の財産で国
税徴収法八六条一項各号に掲げるものにつき、すでに他の地方団体の徴収金若しく
は国税の滞納処分又はこれらの滞納処分の例による処分による差押がされていると
きは、当該財産についての交付要求は、参加差押によりすることができると定めて
いるところ、前記認定した事実によると、本件補助職員は、本件滞納者に対し、昭
和六二年度分の市民税について、平成三年一一月二〇日に督促状を発したが、本件
滞納者は、同日から一〇日を経過した日までに督促に係る市民税を納付しなかった
というのであるから、本件補助職員は、本件滞納者には法三三一条一項一号に該当
する事由が存するとして、平成三年一一月三〇日以降、本件滞納者の資産を調査し
て、本件不動産を差し押さえ、昭和六二年度分の市民税の徴収権を保全しなければ
ならなかったというべきである。
　被告は、新座市の平成八年度当時の滞納者件数は、五年前から七八四七件増えた
二万七六九九件であるが、その滞納整理に当たる新座市の職員は、一〇人にすぎな
い状態であり、これら職員が、すべての滞納者に対して財産調査及び差押えを行え
ば、かえって、他の徴税業務の停滞という負の効果を及ぼすことから、納税指導に
より納税義務意識に訴え、公正かつ公平な税負担を求めるよう徴税に努力してきた
ものであり、結果として、二万七六九九件の滞納件数のうち二二七四件の徴税権を
時効消滅させてしまったとしても、右滞納件数と職員数に照らせば、本件補助職員
が、本件滞納者の財産を調査し参加差押をしなかったことに違法はないと主張す
る。
　しかし、前記認定した事実によると、本件滞納者は、平成八年度に市民税の滞納
について不納欠損として処理された者のうち、不納欠損金額が一位の者であり、昭
和六〇年度から昭和六三年度までの市民税の滞納金は、合計約七四三万三一七四円
にものぼる者であった上、本件補助職員は、本件滞納者に対して、督促状を発した
後、電話による納税指導を二回、面接による納税指導を五回行ったほか、昭和六〇
年度分等については、合計七回、昭和六二年度分については、合計八回、催告書を
送付しているにもかかわらず、本件各市民税を納
税することはなかったのであるから、本件滞納者には、本件各市民税を納付する意
思がないことは、すでに明らかになっていたというべきであり、このような滞納者
に対しては、本件補助職員が、納税意識に訴えて、本件各市民税を納付するよう指
導したとしても、任意に本件各市民税を納付することは期待できない状態であった
とみるのが相当であり、このような場合は、むしろ、本件滞納者は、新座市内で薬
局を営み、その経営も順調であったというのであるから、本件滞納者の財産を早急
に調査して、右財産について参加差押をする方が、かえって時間や手間を省き、限
られた徴税担当職員を有効に活用することができたというべきであるし、前述の滞
納額をも考慮すると、本件滞納者に対しては、積極的に参加差押をすることが、最
小の経費によって最大の効果を上げることを定める地方自治法二条一三項、地方財
政法四条の理念にも合致することになったといえるから、本件補助職員が、本件滞
納者が本件各市民税の徴収を保全するに足りる不動産を所有していたにもかかわら
ず、本件不動産について参加差押を行わずに、漫然と電話を二回、面接を五回した
ほか、催告書の送付を八回繰り返していたという本件の事実関係に照らせば、滞納
件数に比して徴税整理に当たる職員の数が少なかったという事情は、法三三一条一



項、五項に定める行為を行うことができなかったことを正当化する合理的な理由に
はならないというべきである。
２　新座市では、市民税の督促及び催告をすること、差押えに伴う登記をするこ
と、参加差押を行うこと等は財務部納税課長の専決とする旨定められているが（新
座市事務決済規程、乙第一号証）、新座市長である被告は、市民税を賦課徴収する
事務を管理し、執行する権限を有しているから（地方自治法一四八条一項、二条三
項二一号、一四九条三号、新座市税条例三条（乙第六号証））、たとえ、市民税の
督促及び催告、差押えに伴う登記、参加差押等の権限が財務部納税課長の専決とさ
れていたとしても、被告は、財務部納税課長が財務会計上の違法行為をすることを
阻止すべき指揮監督上の義務を負うというべきであり、右義務に違反して、故意又
は過失により、財務部納税課長の財務会計上の違法行為を阻止しなかった場合は、
新座市に対し、右財務会計上の違法行為により新座市が被った損害を賠償する責任
を負うものと解すべきである。
　前記認定した事実によ
ると、本件薬局経営者に対する本件各市民税の徴税権を時効消滅させたことが、新
座市の平成九年第三回定例市議会本会議でも問題となるような事態にあったこと、
本件平成八年度に至るまでの各年度の市民税の滞納に係る不納欠損額は年々増加し
ており、平成八年度の不納欠損処理件数は、五年前の件数より七八四七件増加した
二万七六九九件であったが、滞納整理に当たる新座市の職員数は、昭和六三年から
平成八年まで一〇人に過ぎなかったことが認められるが、被告は、新座市長とし
て、新座市の市民税の滞納による不納欠損処理件数及びその金額が増加していたこ
とを当然知り得べき立場にあったというべきであるから、被告は、本件補助職員か
ら、市民税の滞納状況に関する事情についての報告や説明を求め、その原因を分析
し、これに対する解決策を検討し、必要な人員を確保するとともに、職員が市民税
の徴収を怠ることがないよう指導監督すべき義務を負っていたというべきである。
しかるに、被告は、前示のとおり、市民税の徴収事務については、これを個々の職
員に任せており、滞納者の個別的な状況等について、右職員から全く報告を受けて
いなかったというのであり、被告が徴収事務担当の職員から市民税の滞納状況等に
ついて特別に事情説明を求めたり、滞納者に関する情報について報告を受けたり、
右情報が被告に伝達されるような態勢を確立するなどして、市民税の徴収を怠らな
いように本件補助職員に対して適正な指導監督を行っていたと認めることはできな
いから、被告が本件補助職員による本件各市民税の徴収の懈怠を阻止し得なかった
ことには、重大な過失があったと認めるのが相当である。
　被告は、本件補助職員から、滞納者の個別情報について何ら報告を受けておら
ず、本件滞納者のことは全く覚知していなかったから、被告が、本件滞納者に対し
て、特別に滞納処分を行わなかったという事情はなく、本件滞納者の本件各市民税
の徴収を怠ったことについて故意や過失はないと主張する。
　しかし、前記に説示のとおり、被告が市民税の滞納による不納欠損件数及び金額
が増加しているにもかかわらず、本件補助職員に対して事情説明や市民税の徴収状
況に関する報告を求めて、原因を分析し、徴収態勢を見直すなどの解決策を検討す
ることなく、漫然と現状を維持したままで本件補助職員に対して市民税の徴収を行
わせていたことに、補助職員に対する指導監督上の重
過失が認められるのであり、被告が本件滞納者に関する個別情報を知らず、また、
本件滞納者について特別に滞納処分を行わなかったものではないとしても、このこ
とをもって、被告の右指導監督上の義務違反に対する故意又は過失の存在を否定す
る根拠とすることはできず、被告の右主張は、採用できない。
３　以上により、被告は、新座市に対し、被告が本件滞納者の昭和六二年度分に係
る市民税の徴収を怠ったことによって新座市が被った右市民税相当額四四万〇六〇
〇円を賠償する責任を負うことが認められる。
三　右のとおり、原告等の本件訴えのうち、七一一万六三〇〇円の損害賠償を求め
る部分は、不適法であるから、これを却下し、その余の四四万〇六〇〇円及びこれ
に対する本件滞納者の昭和六二年度分の市民税の徴収権の消滅時効が完成した日の
後の日である平成九年四月一日から支払済みまで年五分の割合による遅延損害金の
支払を求める部分は、理由があるから、これを認容することとし、訴訟費用の負担
につき行政事件訴訟法七条、民事訴訟法六一条、六四条、六五条一項を、仮執行の
宣言につき行政事件訴訟法七条、民事訴訟法二五九条一項をそれぞれ適用して、主
文のとおり判決する。
浦和地方裁判所第四民事部



裁判長裁判官　星野雅紀
　裁判官白井幸夫、裁判官檜山麻子は、転補につき書名押印することができない。
裁判長裁判官　星野雅紀


